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r7物価_3_2 r7物価_3_1

33,624                   33,624

8,915                    -

734                       3,540

-                          -

5,375

-

-                          330

-                          9,245

330                       -

39                        292

-                          - 事業数 7 基金事業数 0 R6補正_推奨 -

442 最終事業NO 10 R6補正_低 10,378

33,624                   39
”交付金が活用されて
いる旨の明記のみの
変更”を除いた数

3 R7予備_推奨 -

8,915
"うち交付対象経費のみ
の変更"を除いた変更事
業数

3 R7補正_特別
加算以外

5,531

330 　（うち給付金事業数） 1

773                       -

- -

43,642                   -

-

- - 43,642 -

総務省

Ａ

Ｂ１ Ｂ３ Ｂ４ Ｂ５

交付対象経費
国のR6補正予算分
（交付限度額①）

（推奨事業メニュー分）

国のR6補正予算分
（交付限度額②）

（令和６年度低所得世帯
支援枠等分）

給付費

国のR6補正予算分
（交付限度額③）

（令和６年度低所得世帯
支援枠等分）

事務費

国のR6補正予算分
（交付限度額④）

（給付支援サービス分）

国のR7予備費分
（交付限度額⑤）

（推奨事業メニュー分）

国のR7補正予算分
（交付限度額⑥）

（推奨事業メニュー分）

その他
（一般財源や補助対

象外経費等）

総事業費に係る
事務費

合計  150,985  145,891  34,857  9,245  1,133  -  12,969  87,687 5,094

令和6年度住民税均等割非課税世帯（3
万円）

＋こども加算（2万円）
＋不足額給付

（令和６年度低所得世帯支援枠等）

1 R6_補正 低所得 ○ ○ ○
令和６年度第２回新冠町住
民税非課税世帯臨時特別給
付金

Ⅱ．物価高の克服 ○ －  10,378  10,378  -  9,245  1,133  -  -

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低
所得の方々の生活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③R6,R7の累計給付金額
令和６年度住民税均等割非課税世帯　811世帯×30千円、
子ども加算　47人×20千円、、定額減税を補足する給付（う
ち不足額給付）の対象者　767人　(12,370千円）　　のうち
R7計画分
事務費　1,133千円
事務費の内容　　[需用費（事務用品等）　役務費（郵送料
等）　人件費　として支出]
④低所得世帯等の給付対象世帯数（811世帯）、定額減税
を補足する給付（うち不足額給付）の対象者数（767人）

－ ○ － R7.2 R7.12
対象世帯に対して令和7年2月までに支
給を開始する

① HP、広報誌、事業チラシにて明記済みあるい
は予定

対象分野に関連
しない

ホームページ、広報誌 R6補正（地）

（デジタル庁）
給付支援サービス
（R6補正）

2  -  -

令和６年度低所得世帯支援枠等関連の
給付費

（家計急変への横出し等・R6補正）

3  -  -

事務費
（上乗せ・横出し）

4  -  -

R7補正推奨事業メニューのうち
食料品の物価高騰に対する特別加算

（市区町村のみ記載）
5 R7_補正 推奨事業 ○ ○ ○

第２回物価高騰対応会計応
援特別給付金

Ⅰ．生活の安全保
障・物価高への対
応

○

①食料品の
物価高騰に
対する特別
加算

④消費下支
え等を通じた
生活者支援

 85,985  82,156  82,156  3,829  1,025

①物価高騰の影響が長期化している背景から、食料品を
はじめとする生活必需品にまで及ぶ物価高騰の影響を緩
和し、消費の下支えを行うことを目的としてすべての世帯主
に対して世帯人数に１万８千円を乗じた額を支給する。た
だし、一定以上の所得がある高額所得者については国の
交付金対象とはせず、町単独費で支給する。
②給付金、消耗品費、印刷製本費、通信運搬費、手数料
③【給付金】
　4,720人×＠18,000円＝84,960,000円（内、3,780,000円は
町単独費）
【事務費】
消耗品費　周知・通知用用紙　30,000円　事務用品
100,000円　印刷製本費　長3封筒　6,000通×＠18円＝
108,000円　通信運搬費　郵便料金　4,000通×＠110円＝
440,000円　手数料　振込手数料　2,831世帯×＠110円＝
311,140　組戻し手数料　40件×＠880円＝35,200円　手数
料計　346,340円≒347,000円
合計　1,025,000円（内、49,000円は町単独費）
④町民。ただし、所得が１千万円を超える者については交
付金の充当対象外とする。（一般財源を充当）

－ ○ － R8.2 R8.2 R8.3
全ての対象者への給付を目指す（給付
率100％）

① HP、広報誌、事業チラシにて明記済みあるい
は予定

対象分野に関連
しない

対象分野に関連
しない

ホームページ、広報誌 R7補正（地）

市区町村でR7補正①の事業について複数計画している場
合は、１つをNo.５に記入の上それ以外はNo.６以降に記入し
L列で当該推奨事業メニューを選択してください。
都道府県でR7補正①の事業を計画している場合は、NO.6以
降に記入しL列で当該推奨事業メニューを選択してください。

6 R6_補正 推奨事業 ○ ○ ○
物価高騰対応家計応援特別
給付金

Ⅱ．物価高の克服 ○
③消費下支
え等を通じた
生活者支援

 36,122  34,857  34,857  1,265

①物価高騰の影響は低所得者層だけではなく、一般家庭
にも大きな影響を及ぼしており、生活必需品にまで及ぶ物
価高騰の影響を緩和し、消費の下支えを行うことを目的と
して、国の低所得者支援枠の対象とならなかった一般家庭
に給付金を支給する。ただし、一定以上の所得がある世帯
については国の交付金対象とはせず、町単独費で支給す
る。
②給付金、人件費（会計年度任用職員、当該事業に従事
する職員に対する時間外勤務手当）、消耗品費、印刷製本
費、通信運搬費、手数料
③【給付金】
応援給付金　2,000世帯×＠15,000円＝30,000,000円
こども加算　　　　　600人×＠5,000円＝　3,000,000円
合計　33,000,000円（内、1,155,000円は町単独費）
【事務費】
人件費（会計年度任用職員）　1人×5ヵ月×＠183,500円＝
917,500円≒918,000円　期末手当　138,000円　勤勉手当
135,000円　通勤手当　50,000円　共済費　213,000円　時間
外勤務手当（当該事業に従事する職員に対する時間外勤
務手当　204,000円　消耗品費　A４用紙　20箱×＠3,410円
＝68,200円≒69,000円　印刷製本費　長３封筒　5,000通×
＠24.9円＝124,500円≒125,000円　返信用封筒　3,000通
×＠18.7円＝56,100円≒56,000円　通信運搬費　郵便料金
5,000通×＠110円＝550,000円　返信用郵便料金　3,000通
×＠136円＝408,000円　手数料　振込手数料　2,000件×

－ ○ － R7.10 R8.2 全ての対象世帯への給付を目指す（給
付率100％）

① HP、広報誌、事業チラシにて明記済みあるい
は予定

対象分野に関連
しない

ホームページ、広報誌 R7補正（地）

7 R7_予備 推奨事業 ○ ○ ○ あったか暖房費助成事業 米国関税措置 ○

①エネル
ギー・食料品
価格等の物
価高騰に伴
う低所得世
帯支援

 3,697  3,697  3,697

①灯油・電気代等の燃料価格高騰により、低所得の高齢
者世帯等の暖房経費が増している為、燃料購入経費の一
部を助成するもの。
②③扶助費@10,000円×360世帯＝3,600,000円
消耗品費10,000円（周知用チラシ作成用紙）
通信運搬費42,000円（決定又は非該当通知書の郵送@110
×375通）
手数料45,000円（振込手数料　＠123円×360通）
合計　3,697,000円
④交付対象者：町民税非課税世帯である高齢者世帯324
世帯・障害者世帯18世帯・ひとり親世帯18世帯
交付額：1世帯あたり10,000円の現金給付（口座振込み）

－ ○ － R7.9 R8.1 支給対象世帯数360世帯に支給する。
① HP、広報誌、事業チラシにて明記済みあるい
は予定

灯油 ホームページ、広報誌 R7補正（地）

8 R7_予備 推奨事業 ○ ○ ○
学校施設等物価高騰対策支
援事業

米国関税措置 ○

⑨推奨事業
メニュー例よ
りも更に効果
があると判
断する地方
単独事業

町内の小中学校は公立学校しかなく、
町内の児童・生徒全てが通う小中学校
に対するエネルギー価格の高騰対策
を実施することで、子供たちの適切な
教育環境の維持につながるため

 6,164  6,164  6,164

①町内児童生徒が利用している小中学校施設及びスクー
ルバス車両の燃料費及び電気料等、エネルギー費用の高
騰に伴う影響額を事業費に充当し、学校運営事業水準を
確保することを目的とする。
②③町内小中学校、スクールバス車両にかかるエネル
ギー費用の影響額を事業費に充当するもの。
［算定式］
　R7使用見込量×高騰影響額（R6平均単価－前3ヵ年（Ｒ1
～3）平均単価）
・新冠小学校
　電気料　149,382kwh×7円≒1,045,000円　　燃料費
32,852L×33円≒1,084,000円　　ガス　618.6㎥×317円≒
196,000円　計　2,325,000円
・新冠中学校
　電気料　112,843kwh×5円≒564,000円　　燃料費
62,690L×33円≒2,068,000円　　ガス　467㎥×322円≒
150,000円　計　2,782,000円
・スクールバス
　燃料費　40,581L×26.054≒1,057,000円
　影響額合計  　6,164,000円
④町内小中学校（2校）、スクールバス車両（7台）

－ － － R7.4 R8.3

対象施設である中学校１校、小学校1校
及び小中学校へ通学するスクールバス７
台の高騰影響額に100％充当し、エネル
ギー価格高騰以前（令和３年）の運営管
理水準を維持する。

① HP、広報誌、事業チラシにて明記済みあるい
は予定

公立学校施設 ホームページ、広報誌 R7当初（地）

9 R7_予備 推奨事業 ○ ○ ○
診療所物価高騰対策支援事
業

米国関税措置 ○

⑨推奨事業
メニュー例よ
りも更に効果
があると判
断する地方
単独事業

町内唯一の診療機関である町立診療
所に対するエネルギー価格の高騰対
策を実施することで、町民の医療環境
の維持確保につながるため

 3,108  3,108  3,108

①今般のエネルギー価格や物価高騰の影響を鑑み、医療
施設の運営に必要な燃料費及び光熱水費の高騰分に対し
て充当し、診療所医療施設の適切な運営水準の維持を図
る。
②③エネルギー価格の高騰に伴う影響額を次の算定式で
算出する。
［算定式］
　R7使用見込量×高騰影響額（R6平均単価－前3ヵ年（Ｒ1
～3）平均単価）
　・電気代　　172,350 kwh × 3.9 円 ＝ 672,165 円
　・重油代　　66,305 L × 33.8 円 ＝ 2,241,109 円
　・ガス代　　442.46 ㎥ × 299.2 円 ＝ 132,384 円
　・灯油代　　1,840 L × 33.7 円 ＝ 62,008円
　　影響額合計　3,107,666円≒3,108,000円
④新冠町立国民健康保険診療所

－ － － R7.4 R8.3
対象施設である診療所１施設の高騰影
響額に100％充当し、エネルギー価格高
騰以前（令和３年）の運営管理水準を維
持する。

① HP、広報誌、事業チラシにて明記済みあるい
は予定

医療（光熱費関
係）

ホームページ、広報誌 R7当初（地）

10 R7_補正 推奨事業 ○ ○ ○

恵寿荘物価高騰対策支援事
業（新冠町介護サービス特
別会計事業勘定繰出金事
業）

Ⅰ．生活の安全保
障・物価高への対
応

○

⑪推奨事業
メニュー例よ
りも更に効果
があると判
断する地方
単独事業

町立の特別養護老人ホームである恵
寿荘に対する物価高騰対策を実施す
ることで、高齢者の介護福祉環境の維
持確保につながるため

 5,531  5,531  5,531  -

①介護施設の運営において、物価高騰等の影響が大き
かった消耗品費、委託料（給食業務・一般廃棄物収集運搬
業務）、賄材料費、燃料費の高騰分に対して充当し、介護
施設の適切な運営水準の維持を図る。
②③消耗品費　おむつ・パッドが令和7年に平均8～19％高
騰したことから前年との差額分　539,154円　委託料　人件
費が高騰していることから前年との差額分　1,608,134円
賄材料費　給食に係る食材の高騰により、受託事業者で赤
字が発生していることからその差額分　492,253円　燃料費
重油　特養　差額単価35.3円×48,061Ｌ＝1,696,553円
ショートステイ　差額単価33円×11,690Ｌ＝385,770円　デイ
サービス　差額単価36,5円×172Ｌ＝6,278円　プロパン　特
養　差額単価410.2円×1,788.8㎥＝733,766円　デイサービ
ス　差額単価409.6円×168.6㎥＝69,059円（差額単価は燃
料が高騰する以前の令和元年度から3年度の3ヵ年平均単
価とＲ7平均単価の差額）
合計　5,530,967円
④特別養護老人ホーム、ショートステイ、デイサービス

－ － － R7.4 R8.3 R8.3
対象施設である介護福祉施設の高騰影
響額に100％充当し、物価高騰の影響を
受けない運営管理水準を維持する。

① HP、広報誌、事業チラシにて明記済みあるい
は予定

介護サービス事
業所・施設等

ホームページ、広報誌 R7当初（地）

11  -  -
12  -  -
13  -  -
14  -  -
15  -  -
16  -  -
17  -  -
18  -  -
19  -  -

エラー（推奨
本省繰越希
望額未入
力）

                                      136,626

国のR6補正分（給付支援サービス分）
交付限度額④　（令和７年７月通知分）

備考3
商品券等を活用した事業を行う場合、Q＆A等

ふまえた対応について記載

小計　交付限度額④

国のR6補正分（給付支援サービス分）
交付限度額④　（令和６年度本省繰越分）

(重点支援地方交付金の追加を踏まえた各省庁の通
知の発出状況に定義されている対象分野)

国のR6補正分（給付支援サービス分）
交付限度額④　（令和７年12月通知分）

備考4
実施状況の公表等について

（HP、広報紙など）
基金 事業始期 事業終期

成果目標（可能な限り定量的指標を設
定）

87,687

支援開始時期

国のR6補正等（令和６年度低所得世帯支援枠等分）
事務費　交付限度額③　（今回追加分）

小計　交付限度額③

エラー（臨時名称選
択漏れ）

エラー（事業
名称入力漏
れ）

推奨事業メニューの本省繰越希望額の調整欄

移替先

６

経

済

対

策

等

】
差

押

禁

止

法

の

対

象

範

囲

※

事

務

連

-

事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

Ｂ２

都道府県・市町村コード（５桁）

令和７年度既配分額
国のR6補正予算分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）

給付費　交付限度額②

令和７年３月17日事務連絡に基づく追加分にかかる交付対象経費
※事務連絡は該当団体のみに通知

今回配分予定額
国のR6補正予算分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）

事務費　交付限度額③

国のR7予備費分（推奨事業メニュー分）　交付限度額⑤
にかかる交付対象経費

国のR7補正分（推奨事業メニュー分）　交付限度額⑥
にかかる交付対象経費

87,687

配分予定額計
国のR6補正予算分（推奨事業メニュー分）

交付限度額①

Ｎｏ

今回配分予定額
国のR6補正予算分（推奨事業メニュー分）

交付限度額①

国のR6補正予算分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）
事務費　交付限度額③にかかる交付対象経費

-

臨時の措置であ
ることが分かる
事業名称として

いる

Ｂ
※参考国

の

予

算

年

度

（単位：千円）

1,133

teijyu@niikappu.jp

令和７年度既配分額
国のR6補正予算分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）

事務費　交付限度額③
令和７年度既配分額

国のR6補正予算分（給付支援サービス分）
交付限度額④

今回配分予定額
国のR6補正予算分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）

給付費　交付限度額②
今回配分予定額

国のR6補正等予算分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）
給付費　交付限度額②

今回配分予定額
国のR6補正予算分（給付支援サービス分）

交付限度額④

5,297
令和７年度既配分額

国のR6補正予算分（推奨事業メニュー分）
交付限度額①

交付対象経費(地方単独事業費)
（R7経済対策分）

12,969

交付対象経費(地方単独事業費)
（その他）

令和７年度既配分額
国のR7予備費分（推奨事業メニュー分）

交付限度額⑤
令和７年度既配分額

国のR7補正分（推奨事業メニュー分）
交付限度額⑥

今回配分予定額
国のR7予備費分（推奨事業メニュー分）

交付限度額⑤

特定事業者等
支援

個人を対象と
した給付金等

エラー（枠
選択漏れ）

自治体利用
欄

自治体での予算区分
自治体利用
欄

エラー（予
算年度選択
漏れ）

国の重点支援地方交付金が活用されている旨
の明記

備考1のサブカテゴリ―
M～O列を記入している場合のみ 【R7補正のみ】

備考2
「農林水産・食品分
野」「中小企業・小
規模事業者の賃上げ
環境整備」における

細分化項目

エラー（効
果直接選択
漏れ）

※記載は不要

備考5

備考1
(重点支援地方
交付金の追加を
踏まえた各省庁
の通知の発出状
況に定義されて
いる対象分野)

エネル
ギー・食料
品価格等の
物価高騰の
影響を受け
た生活者等
に対して事
業の効果が
直接及ぶ

国のR6補正予算分（給付支援サービス分）　交付限度額④
にかかる交付対象経費

R7経済対策等にかかる本省繰越希望額記載欄
【調整後】本省繰越希望額

（R7補正により措置された推奨事業メニュー分　交付限度額⑥に係る希望額）
（交付限度額⑥を上限とする）

33,233

※【調整前】今回配分予定額
推奨事業メニュー（R7補正）交付限度額⑥

※【調整前】本省繰越額
国のR7補正予算分（推奨事業メニュー分）交付限度額⑥

本省繰越の追加希望額　手動入力分
（調整用）

-

33,233

87,687

令和７年３月17日事務連絡に基づく追加分　交付限度額
※事務連絡は該当団体のみに通知

-

交付限度額計 169,859

国のR6補正分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）
事務費　交付限度額③　（令和７年７月18日通知分）

87,687

87,687

小計　交付限度額（R6経済対策分）

773

Ｃ

配分予定額計
国のR6補正等予算分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）

給付費　交付限度額②
配分予定額計

国のR6補正予算分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）
事務費　交付限度額③

配分予定額計
国のR6補正予算分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）

給付費　交付限度額②

配分予定額計
国のR7補正分（推奨事業メニュー分）

交付限度額⑥

小計　配分予定額計
（R7経済対策分）

交付対象経費(地方単独事業費)
（R6経済対策分）

推奨事業メニュー
※R7補正推奨事業メニュー①について、②～④にも
関連する場合は、M～O列に追加で選択してくださ

い。

【調整後】今回配分予定額
国のR7補正分（推奨事業メニュー分）

交付限度額⑥

交付対象経費(地方単独事業費)
（R7予備費分）

配分予定額計

小計　配分予定額計
（R6経済対策分）

配分予定額計
国のR7予備費分（推奨事業メニュー分）

交付限度額⑤

小計　配分予定額計
（R7予備費分）

エラー（交
付限度額記
載不備）

都道府県区分

令和７年３月17日事務連絡に基づく追加分 配分予定額計
※事務連絡は該当団体のみに通知

5,297

配分予定額計
国のR6補正予算分（給付支援サービス分）

交付限度額④

エラー（既
配分額記載
不備）

エラー（自治
体名記載不
備）

エラー（担当
者・連絡先記
載不備）

-

国のR7予備費分（推奨事業メニュー分）
交付限度額⑤　（令和7年5月27日通知分）

5,297

小計　交付限度額（R7予備費分） 5,297

国のR7補正分（推奨事業メニュー分）
交付限度額⑥　（令和7年12月１６日通知分）

120,920

（うち、食料品の物価高騰に対する特別加算分） 18,032

小計　交付限度額（R7経済対策分） 120,920

地方公共団体名（コード有り）

電話番号

メールアドレス

国のR6補正等分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）
給付費　交付限度額②　（今回追加分）

国のR6補正分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）
事務費　交付限度額③　（令和6年度本省繰越分）

小計　交付限度額②

国のR6補正分（推奨事業メニュー分）
交付限度額①　（令和6年度本省繰越分）

国のR6補正分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）
給付費　交付限度額②　（令和6年度本省繰越分）

国のR6補正分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）
給付費　交付限度額②　（令和７年７月18日通知分）

国のR6補正分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）
給付費　交付限度額②　（令和７年8月調査での追加分）

※該当団体のみ

国のR6補正分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）
給付費　交付限度額②　（今回追加分）

国のR6補正分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）
給付費　交付限度額②　（令和７年12月２日通知分）

担当者氏名 下川　広司 国のR6補正予算分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）
給付費　交付限度額②にかかる交付対象経費

9,245

令和７年度　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金実施計画

対象外経費
に臨時交付
金を充当し
ていない

枠

企画課担当部局課名 34,857

01604

【01_北海道】

01604_北海道新冠町

国のR6補正予算分（推奨事業メニュー分）　交付限度額①
にかかる交付対象経費

0146-47-2498

地

方

単

独

事

業

「推奨事業メニュー例よりも更に効
果があると判断する地方単独事業」
を選択した場合の、より効果がある
と考える理由

交付対象事業の名称
経済対策等との関

係 総事業費

国のR6補正分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）
事務費　交付限度額③　（令和７年8月調査での追加分）

※該当団体のみ

国のR6補正分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）
事務費　交付限度額③　（令和７年12月２日通知分）

-

エラー（交付対象経
費<既配分額）

エラー（交
付限度額<
既配分額）

5,297


